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第 3 章から第 5 章は、実証部分である。第 3 章の目的は、市街地の拡大政策に活用
してきた都市計画制度が、都市ごとに異なる性質をもつことを明らかにすることであ
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か。これが本研究における 2 つ目の問題提起である。  











































































































































 本研究は、都市計画の 2 本の柱である開発許可制度と地区計画の両面から考察を行
う。開発許可制度では、人口減少下において行われてきた市街地の拡大を踏まえて、
拡大につながる開発許可制度に着目した。市街地の拡大につながる開発許可制度は、
「既存宅地制度」（旧法第 43 条第 1 項第 6 号）、「3411 条例」（法第 34 条第 11 号）及






























 第 3 章から第 5 章は、上記の課題を明らかにするための実証部分である。 




 調査の手法としては、20 年以上人口が継続して減少している全国の 33 都市のうち、
都市圏においても人口が減少している都市に着目する。そのなかで、都市計画データ













































































第 1 章 基礎自治体と都市計画制度 
1-1 人口減少時代の到来と都市計画  





ある平成 22(2010)年の日本の総人口は同年の国勢調査によれば  1 億 2,806 万人であ
った。出生中位推計の結果に基づけば、この総人口は、以後長期の人口減少過程に入
る。平成 42(2030)年の 1 億 1,662 万人を経て、平成  60(2048)年には 1 億人を割っ
て 9,913 万人となり、平成  72(2060)年には 8,674 万人になるものと推計されている９
（図 1-1）。」としている。  
 
 
              出典：総務省統計局『国勢調査』および国立社会保障・人口問題研究所
『日本の将来推計人口』（平成 24 年 1 月）による。 
図１－１ 総人口、人口増加率の現状および将来推計：1947 年～2060 年 
 
 DID（Densely Inhabited District）とは、国勢調査の集計のために設定される統計
地域で、人口密度が 40 人／ha 以上の地区が集合し、合計人口が 5000 人以上となる地
域である。都市計画法（以下、「法」という。）では、市街化区域を定める場合の基準









図１－２ DID の面積と人口密度の変遷  
 





薄く広がったことを意味する。DID の人口密度の推移（1960 年から 2005 年）は、全
国で約 90 人／ha から約 60 人／ha に、北海道で約 95 人／ha から約 55 人／ha に、
広島県で約 85 人／ha から約 60 人／ha に、愛媛県で約 80 人／ha から約 50 人／ha
に、いずれも減少している。  








































































































































































































































































比べると、土地の利用度の低い地域での基準である 60 人／ha を、北海道と愛媛県で
下回っている。 
一方で、加藤１１が主張するように、市街地の人口密度の下限について「わが国の市











































































































































1-2-1 市街地拡大をもたらした都市計画制度の類型  
 
表１－１ 市街化調整区域における主な緩和措置  
 
 
 市街地の拡大は、法施行から 45 年のあいだ市街化調整区域における都市的土地利用
を、例外的に認める都市計画制度の緩和措置によってもたらされたものといえる。  
 市街化調整区域において都市的土地利用が認められる例外的な主な緩和措置として
は、2 つの種別に大別される。１．許可による立地（法第 34 条（立地基準））、及び、














法第34条第1号 １．既存集落の日用品販売店舗等 建築物 可
法第34条第8号 ２．幹線道路沿いの休憩施設等 同上 否
法第34条第10号 ３．地区計画 同上 可
法第34条第11号 ４．開発許可条例 開発行為 可
法第34条第12号 ５．用途限定許可条例 建築物 可
法第34条第14号 ６．開発審査会 同上 可
旧法第34条第1項第10号イ ７．大規模開発※1 開発行為 可
【適用除外】
法第29条ただし書き ８．公共公益施設 学校、病院など 否















図 １－５ 市街化調整区域における公共公益施設のバラ建ち 
 




 開発許可条例は、おおむね 50 戸以上の建築物が連たんする等の地域を対象に、適用
する範囲と建築物の用途を条例で定めることができる。条例で定めた基準に適合する
開発行為等は、許可を得ることによって都市的土地利用が可能となる。 現在、開発許

























度は、1974 年の創設から約 26 年のあいだ運用され、2000 年法改正において廃止され





























1-3 法改正と都市計画の権限及び基礎自治体の主体性  
























れた（法第 34 条第 1 号）。既存宅地制度は廃止された一方で、新たに市街化調整区域
での開発許可条例制度（法第 34 条第 11 号（法改正当時は旧法第 34 条 8 の 3、以下、





















っては、当該指定都市等又は事務処理市町村）（法第 34 条第 11 号）とされている。  
 都市計画の権限をもつ基礎自治体の数は、政令指定都市、中核市、特例市及び事務
処理市町（以下、「事務処理市等」という。）を合わせると 2012 年 4 月 1 日現在、476












既存宅地 用途問わず 43条6号 廃止 開発許可条例の創設 34条11号
都市計画区域外 大規模集客施設 なし 立地規制 許可対象 5条の2






























がる可能性のある 3411 条例を運用している。  
 










表 １－３ 法改正の概要と都市計画の権限 
 
 
 都市計画法の改正など 権  限 
1968年 新都市計画法の制定 都道府県、基礎自治体（より多くの権限は知事） 



























2007年 開発整備促進区 基礎自治体 
2012年 都道府県知事の同意 市のみ不要 
※１ 区域区分及び広域的都市施設を除く 





































































































































都市計画の権限移譲が行われてきた。特に 1980 年の地区計画、1992 年の市町村都市
計画マスタープランの創設では、基礎自治体の都市計画制度に対する主体性に強く期



































































1-7-1 マクロの都市計画  
開発許可制度は、市街化区域における許可制度（法第 29 条許可及び法第 33 条技術
基準）、市街化調整区域における許可制度（法第 43 条許可及び法第 34 条立地基準）及




































































旧 34条 10号ロ（大規模開発） 















































































































 開発許可制度     と     地域地区   
【マクロの都市計画】 
市街化調整区域での市街地拡大 












宅地制度、3411 条例及び大規模開発の３つの制度は、図 2-1 に示した期間で運用され、
市街地の拡大をもたらしてきた。  
 大規模開発は、1968 年から 2006 年までの 38 年間、既存宅地制度は、1974 年から
2000 年までの 26 年間、それぞれ市街化調整区域において市街地の拡大をもたらして
きた。3411 条例は、既存宅地制度が廃止された 2000 年の法改正で新たに創設された







 既存宅地とは、2 つの要件（① 市街化区域に準ずる地域であること、②  市街化調整
区域になった際に宅地であった土地であって、その旨の都道府県知事の確認を受けた























図 2-2 に示したように、既存宅地の確認件数が約 2,000 件（1975 年）に始まり、約 3,200
件（1979 年）でピークとなり、約 2,000 件（1985 年）まで減少するが、その後約 2,500
件（1990 年）まで増加している。一方、市街化調整区域での開発許可及び建築許可の










から 1992 年）のうち、住宅の用に供した宅地が 63.1％であるとしており、その面積
は、49,485 ㎡に達する。そのうち、共同住宅の敷地として供給された割合は既存宅地









































存宅地の確認件数（1975 年で約 15,000 件、1995 年で約 23,000 件）は、市街化調整














設された 3411 条例の運用の是非が判断できるものと考えられる。  
 
2-1-2 3411 条例 
 3411 条例は、2000 年の法改正で既存宅地制度が廃止されたと同時に創設された。  
34 
 









行われたことが伺える。さらに、第 147 回国会参議院国土・環境委員会（平成 12 年









開発許可条例が制定可能な 428 自治体のうち、144 自治体が開発許可条例を制定して
運用している。 
 3411 条例は、制度創設から 13 年あまりの運用期間が経過した。既に研究成果が蓄
積されてきている。馬らによる研究が、3411 条例に関する最初の研究であろう。（な
お、研究当時の条文は法第 34 条 8 の 3 であったが、2006 年法改正の際に条文の読み





 鵤ら５６は、既存宅地制度と 3411 条例との土地利用を比較し、3411 条例による年間







 大川ら５７は、2007 年 8 月現在、全国で 3411 条例が制定可能な 283 自治体のうち、
3411 条例を制定しているのは 113 自治体であるとしている。そのうち、都道府県を除




 浅野ら５８による 3411 条例の導入による効果や課題に実証的に取組んだ研究では、






















 一方、3411 条例による区域をいったん指定しながら、その後、区域を縮小したり 3411
条例の運用そのものを廃止したりする事例がみられるようになった。松川ら６１は、
3411 条例の区域が縮小された埼玉県下での調査研究結果から、指定当時の範囲が広過
ぎたことを明らかにしている。市街化区域の標準的な人口密度 60 人／ha を下回りな
がら、市街化区域の面積以上の区域を 3411 条例で指定したり、市街化区域人口密度の





縮小は、県の開発許可事務の管轄下の 10 町と、事務処理市 4 市が県の要請によって実
現した。一方で、それでもなお、3411 条例の区域縮小を実施しない基礎自治体がある












なってきた」としている。なお、佐倉市（千葉県）も 2003 年 10 月に 3411 条例を制






















































 図 2-3 は、全国のニュータウンについて開発手法別にまとめたものである。国土交
通省が、1955 年から 2011 年 3 月の期間を対象に、地方公共団体や都市再生機構など
の協力を得てとりまとめた１８。ニュータウンの条件は、  
（１）事業着手が昭和 30 年度以降のもの   
（２）施行面積が 16ha 以上であり、計画戸数 1,000 戸以上又は計画人口 3,000 人以上
増加させるもの  





図２－４ 都道府県別の大規模開発による民間ニュータウン（1955 年から 2011 年） 
 
 新住とは新住宅市街地開発法、一団地とは都市計画法（法第 11 条第 1 項）、公的一






































































































































図２－５ 全国のニュータウンにおける事業開始時期  
 
 図 2-5 は、全国のニュータウンにおける事業開始時期について 1955 年から 5 年ごと
の推移を示している。開発箇所数及び開発面積は、共に 1970 年から 1974 年でピーク
となっている。1974 年までに開発されたニュータウンの開発箇所数及び開発面積は、

































































































































































































てきた。建設省地区計画研究会６５は、地区計画が 1982 年 4 月 1 日に盛岡駅前地区に


























































 水野ら６６は、第 1 世代から第 2 世代への住宅の世代間継承の有無について明らかに
している。それによると、第 2 世代の生まれ育ったニュータウンに対する評価やイメ



























 「課題」としては、  
「①職住分離のベッドタウンから職住共存にぎわいの融合都市へ、  
 ②オールドタウン化からの再生、  
 ③与えられた新市街地から、住民主体の成熟した市街地へ」  
と 3 点が挙げられている。  
 「当面取り組むべき事項」としては、  
「（１）都市基盤や住宅等の既存の物的資産の最大限の活用」、  
 （２）地域コミュニティの持つ力の積極的活用、  
 （３）多様性のある地域形成、  


















 「シナリオ 1 での取組みでは、（中略）現在の居住世帯が、将来においても居住継続
ができるだけの住環境を備えた住宅地として再生されることが期待される。  






























気創造に関する提案書（第二次）～郊外型住宅団地に新たな息吹を～ 平成 23 年 3 月
1 日」で提案された内容を示した。  
 取組みの内容として、11 項目の提案がなされている。なお、この動きは、「地域再生


















































































































2-2-2-2 ミクロの都市計画の活用  
 このように、近年、ニュータウンにおける人口減少や少子高齢化に伴う諸問題が指
摘されるようになり、ニュータウンの再生に関する調査研究では、再生のシナリオと



























































































































































































































域（法第 7 条第 3 項）とされているが、例外的に緩和する制度である立地基準（法第









全国で33都市（1 室蘭市、2 小樽市、3 守口市、4 呉市、5尼崎市、6 大牟田市、7 逗
子市、8 三原市、9 別府市、10 桐生市、11 北九州市、12 岩国市、13 大阪市、14 函
館市、15 延岡市、16 伊勢市、17新居浜市、18 釧路市、19 下関市、20 和歌山市、
21 東大阪市、22 清水市、23 岐阜市、24 高岡市、25 松原市、26 長崎市、27 八代




























3-3  7 都市における市街地拡大の状況  
3-3-1 人口動態 
 図 3-1 に 7 都市における 1950 年から 2010 年までの人口動態を示した。人口が減少
していることは 7 都市に共通しているが、人口がピークとなった時期は、それぞれ異
なる。最も早い小樽市及び大牟田市で 1960 年、最も遅い石巻市及び今治市で 1985 年
である。前者では 1960 年から 50 年、後者では 1985 年から 25 年以上にわたって人口
が減少し続けていることになる。  
ピーク時 2005年 2000年 2005年 2010年 00年－05年 05年－10年
小 樽 市 198,511 142,161 28.4 150,687 142,161 131,928 5.7 7.2
釧 路 市 214,694 181,516 15.5 191,739 181,516 173,278 5.3 4.5
函 館 市 320,154 278,584 13.0 287,637 278,584 265,357 3.1 4.7
石 巻 市 122,674 115,588 5.8 119,818 115,588 112,683 3.5 2.5
呉   　市 242,655 196,959 18.8 203,159 199,251 192,410 1.9 3.4
今 治 市 125,115 115,280 7.9 117,930 115,280 111,136 2.2 3.6



















図３－２ 市街化区域面積の推移  
 
3-3-3 市街化区域の人口密度  
 アンケートで得た結果を基に、1985 年と 2005 年の市街化区域の人口密度及びその
変化を求めた（図 3-3）。函館市及び呉市と、他の都市では人口密度で大きな差がある











































































































































図３－３ 市街化区域人口密度の推移（1985 年－2005 年） 
 




図３－４ 市街化区域面積に DID 面積が占める割合の推移 
 
















































おける市街化区域の人口密度が 40 人／ha 以上あり、かつ、市街化区域面積に DID 面
積の占める割合が高い。一方、今治市や小樽市などは、図 3-3 で 40 人／ha を下回り、
かつ、図 3-4 で低い割合となっており、これらの都市では市街地の低密度化がより深
刻な状況となっている。 
 低密度の市街化区域拡大は 7 都市に共通している一方で、市街地の進行度合いには
大きなバラつきが示された。  
 






















































































































































































































































































































































































































 第 1 章（図 1-2）では、北海道、広島県及び愛媛県における DID の面積及び人口密度の
推移を示した。7 都市（図 3-5）と比べると、図 1-2 で 1990 年頃から人口密度の減少率が
収束傾向にあるのに対し、7 都市では人口密度が継続して減少し続けている。したがって、
7 都市では、継続した市街地の低密度化に歯止めがかかっていないことがわかる。  
 
3-3-6 小括（市街地拡大の状況） 









































図３－６ 既存宅地確認面積の対市街化区域面積  
 



















































図３－７ 3411 条例による土地利用面積の対市街化区域面積  
 
 7 都市における 3411 条例の運用は、函館市、呉市及び今治市の 3 都市でみられる。
他の 4 都市では開発許可条例を制定しておらず、3411 条例を運用していない。図 3-7
























































函館市  206 ※1 　 20.2 ※1 2003.12.17 既存宅地及び都計区域外で北海道が許可した区域
呉　市 24 1.8 2003. 3.14 線引きラインから市街化調整区域側に１km
今治市 260 8.5 2004. 5.14 市街化調整区域の全域
※1　函館市の許可件数及び許可面積には法第34条第12号条例によるものも含む　　　　　
0 .0  
2 .0  
4 .0  
6 .0  
8 .0  
1 0 .0  


























 図 3-8 に、大規模開発による土地利用面積が、市街化区域面積に占める割合を示し
た。大規模開発は、呉市と函館市において顕著である一方で、それ以外の都市では運
用がみられない。これは、呉市及び函館市以外の都市では、大規模開発による市街地






















 大規模開発の運用が顕著であった函館市及び呉市は、市街化区域面積に DID 面積が
占める割合（図 3-4）で高い値を示しており、大規模開発の開発地に順調に人口が張り























 函館市における都市計画の特徴としては、１．市街化区域面積に DID 面積が占める割合
が 87%と高い（図 3-4）、２．マクロの都市計画のすべてを運用した市街地の拡大がみられ
る、を挙げることができる。図 3-10 は、マクロの都市計画で市街地を拡大した全面積の
うち、それぞれの制度が占める割合を示している。既存宅地制度が 36％、3411 条例が 12％、
件数 面積（ｈａ） 件数 面積（ｈａ） 件数 面積（ｈａ）
小樽市 － － 0 0 0 0
釧路市 － － 0 0 0 0
函館市 206 20.2 8 90 1583 61.5
石巻市 － － 0 0 184 7.3
呉市 24 1.8 8 127.6 0 0
今治市 260 8.5 0 0 2493 127
大牟田市 － － 0 0 214 12.7
※１　住宅開発のみの件数及び面積
大規模開発許可※１３４１１条例 既存宅地
小樽市 釧路市 函館市 石巻市 呉市 今治市
大牟田
市
3411条例 0 0 0 .4 2  0 0 .0 5  0 .4 2  0
大規模開発 0 0 1 .8 7  0 3 .5 7  0 0 













大規模開発が 52％となっている。  
 
 






出典：Google Earth を基に筆者作成  
図 ３－１１ 函館市における線引きの状況  
 
 函館市の線引きの状況を図 3-11 に示した。市街化区域は、市域南端の函館山の麓か
ら北側の線引きまで 10km 以上の平地が扇形に広がっている。その扇地形のほぼ中央
に五稜郭が位置している。函館市の市街化区域面積に DID 面積が占める割合は 87%と
呉市に次いで高かった（図 3-4）。市街化区域が平坦な地形であることから、土地利用
36% 12% 52%

























3-5-1-2 3411 条例による市街地拡大 
 
出典：函館市の資料を基に筆者作成 
図３－１２ 函館市における大規模開発と 3411 条例の適用範囲  
 
















資料：Google Earth を基に筆者作成  
図３－１３ 函館市における 3411 条例の適用範囲（宅地造成区域）の拡大図  
 

















     資料：函館市資料に筆者加筆  
図３－１４ 市街化区域に編入された大規模開発などの区域 
 
3-5-1-4 小括（函館市）  















































る都市的土地利用が 1 つの特徴といえる。  
0%1 99%










出典：Google Earth を基に筆者作成  
図 ３－１６ 呉市における線引きの状況  
 
3-5-2-2 3411 条例による市街地拡大 

























資料：呉市資料、Google Earth を基に筆者作成  




表 ３－４ 呉市における大規模開発    
 











区画数 許可年月 完了年月 備考
1 本庄ハイツ 焼山町字西小屋 26.07 670 1973.12 1977.05 開発許可（68年法）
2 焼山南ハイツ 神山1丁目 20.22 652 1986.03 1988.04 〃
3 瀬戸見ハイツ 新宮町 14.53 374 1986.07 1991.11 〃
4 夢ヶ丘住宅団地1-1 押込町西平 9.03 224 1990.03 1992.05 〃
5 のぞみヶ丘住宅団地 押込４町目 6.37 192 1992.06 1993.09 〃
6 夢ヶ丘住宅団地2-1 押込町字中倉 16.00 376 1992.06 1996.01 〃
7 グリーンタウン郷原 郷原町字尾無 20.23 546 1995.08 1998.10 〃
8 宮ヶ迫ニュータウン 焼山宮ヶ迫2丁目 15.19 310 1996.05 1995.05 〃
合計 127.64 3,344
9 第３労住協団地 焼山町平尾 30.90 1,000 1969.12 1972.10 〃
10 東小坪団地 広町東小坪 6.28 121 1970.11 1975.06 市開発公社
11 第１労住協団地 焼山町遊条 8.26 不明 1963.08 1965.04 県住宅生協
12 汐見ヶ丘団地 吉浦町長谷 5.20 136 1967.09 1968.09 市開発公社
13 宮ヶ迫団地 焼山町宮ヶ迫 22.19 990 不明 1968.09 市開発公社


























 呉市では、従来から市街化区域の人口密度が高く、1975 年から 30 年以上人口が減少し
















































                    
    
    資料：Google Earth を基に筆者作成  
図 ３－１９ 今治市における線引きの状況  
 
3-5-3-2 3411 条例による市街地拡大 
 今治市の 3411 条例の許可基準は、建築物の用途を自己の居住の用に供する一戸建の


















































資料：「2006 今治市の都市計画」を基に筆者作成  





の場所を図 3-20（▲1 から▲7）及び図 3-21（拡大図）に示した。さらに、図 3-21 の
右側に日高地区（小泉）の例を示した。なお、「1.今治駅西地区」は一般的な地区計画、
































図３－２２ 地区計画による土地利用状況（日高地区（小泉））  
 

























画の性質を踏まえて、3 都市の特徴を整理しておく（表 3-5）。 
 



























































































いない。2012 年 5 月 31 日には、新たに市街化区域に編入する都市計画変更が行われ
た。用途地域及び規模は、住居系用途地域が 7.2ha（8 地区）、商業系用途地域が 0.38ha







２００６年 ２０１５年 280 294,264（2005年） 総合計画
２０１３年 ２０３０年 － 279,127（2010年） 都市マス
２００６年 ２０１０年 250 251,009（2005年）
２０１１年 ２０２０年 230 239,973（2010年）
２００６年 ２０１５年 160 173,983（2005年） 総合計画








（8 地区）のうち 1 地区は、本研究で対象とした事例（図 3-18）の区域 4.7ha が含ま
れる９５。したがって、3411 条例の運用による市街地拡大が現在も行われている。  
 今治市は、1998 年に都市計画マスタープランを策定し 2005 年に改定、さらに、2009
年に市町村合併を反映させた改定を実施している。今治市も将来人口は減少するとし




















   成 21 年 2 月）には、「これからは、市街化区域を拡大するのではなく、現在の市  街  
   化区域をどのように活性化していくかを考えていくことが必要である。」と記載され  
   ている。 
（６）今治新都市の計画決定は、今治市の人口減少さなかの 2000 年になされており、以  
   後、造成工事を経て、現在、宅地分譲に至っている。  
（７）2010 年 11 月 12 日、しまなみヒルズ現地案内所のヒアリングによる。  










市、久留米市の 6 市が応じ、7 市によって 2010 年 6 月 9 日に設立された。この協議会が
国に提出した「ふるさと団地の元気創造に関する提案書（第二次）～郊外型住宅団地に新
たな息吹を～  平成 23 年 3 月 1 日」は、第 2 章（2-2-1-2）でもみたように、「地域再生法









































4-3 戸建開発団地と既成市街地の状況  




図４－１ 本章で対象とする戸建開発団地の位置  
 
 本章では、開発面積 20ha 以上、かつ、旧住宅地造成事業法、都市計画法、土地区画
整理法のいずれかによる許認可を受けた戸建開発団地のうち、とりわけ販売開始時期
が 1970 年前後の 6 箇所を取り上げる。これらの戸建開発団地の位置を図 4-1 に、戸建
83 
 
開発団地の概要とミクロの都市計画の内容を表 4-1 に示した。 
 










低敷地面積では指導要綱の 150 ㎡を上回る地区もある。なお、川西市の第 1 種低層住居
専用地域には、容積率が 80％と 100％の区域があり、80％区域で戸建住宅の最低敷地面積












大和団地 清和台 鴬台 萩原台 湯山台
1967年 1968年 1970年 1972年 1972年 1973年
230.0 172.8 172.3 20.2 49.0 42.0
(旧)住造法 区画整理※1
5,759 4,441 5,000 613 1,365 1,133
１低専 87.0 93.6 62.3 100 66.1 92.9
２低専 1.8 0.4 － － － －
１中高 8.9 3.1 22.0 － 14.7 7.1
２中高 － － 12.5 － 16.1 －
２住居 － － － － － －
住居系合計 97.7 97.0 97.1 100 96.9 100









対象区域 全域 一部 全域





























図４－２ 川西市と戸建開発団地の人口動態  
 






 なお、清和台の人口が 2005 年まで増加しているのは、阪神淡路大震災に伴う震災復
興住宅の建設や、周辺開発の編入による。また、鴬台の人口が、1990 年にいったんピ









クロの都市計画を表 4-2 に示した。 
 既成市街地の用途地域は、戸建開発団地と同様に大半が住居系で占められている。
ミクロの都市計画は、全ての地区で指導要綱による規制がある。戸建住宅の最低敷地
面積は、用途地域によって若干異なるが、戸建開発団地の 150 ㎡から 165 ㎡に対して、
































































































１低専 40 47 35
１中高 14 4 5
２中高 20 37 24
1住居 1 0 5
２住居 22 4 13
住居系合計 97 91 82
近　商 1 2 14











































図４－４ 既成市街地の人口動態  
 
















































1985 1990 1995 2000 2005 2010
東谷地区 8.1 9.4 11.0 12.6 14.6 19.4
多田地区 7.9 8.3 10.6 11.8 14.7 19.3
多田東地区 9.6 10.1 12.5 12.9 16.9 21.1
戸建開発団地平均※ 6.5 10.2 15.4 22.0 29.8 37.0
年少人口比率（％）
1985 1990 1995 2000 2005 2010
東谷地区 25.7 19.9 17.0 15.4 16.5 16.8
多田地区 25.8 21.8 16.6 16.1 16.6 16.1
多田東地区 24.5 21.3 17.2 16.8 16.3 15.3



















































戸建住宅の最低敷地面積では、大和団地の 150 ㎡から 165 ㎡に対して、東谷地区で







紳士協定 地区計画 指導要綱 地区計画
大和東2・5丁目 9.3 5.4 戸建住宅のみ 150






１低専 119.5 69.1 150
1中高 4.3 2.5 120
上記以外 5.5 3.2 100
見野地区 1.7 0.5 戸建住宅のみ 100 100
１低専 90.0 40.5 120






















4-4-3 高齢化率及び年少人口比率  
 高齢化率（図 4-6、実線）は、1995 年から 2010 年の推移をみると、大和団地で 16.9%
から 37.0%（20.1 ポイントの増加）と高い伸び率に対して、東谷地区では、11.0%か
ら 19.4%（8.4%ポイントの増加）となっている。同じ時期の国の平均 14.5％から 22.0%
（7.5 ポイントの増加）と比較すると、大和団地での高齢化率の伸び率が大きく、急速







 年少人口比率（同図、点線）は、同じく 1995 年から 2010 年の推移で、大和団地で
9.5%から 10.2%（0.7 ポイントの微増）となっている。東谷地区では、17.0%から 16.8
に微減している。同じ時期の国の平均 16.0%から 13.1%（2.9 ポイントの減少）と比較
すると、14 歳以下の年少人口が大和団地で極めて少なく、東谷地区で比較的多いこと



































































































 同図における戸建住宅の供給量の推移では、1996 年から 5 年ごとに、それぞれに一
定の戸建住宅の供給があり、そのうちいずれも建替えがみられる。1996 年から 2010
年までの 15 年間では、戸建住宅の全体の供給量 987 件のうち、建替え件数が 188 件
となっており、建替え件数は全体の 19%にあたる。したがって、新規の戸建住宅の供












4-4-5-1 新たな土地利用による住宅供給の状況  
 住宅の建て方の状況を戸数という単位で把握するために、開発台帳を用いた。開発






 図 4-9-1 に、開発台帳による住宅の建て方別に供給された戸数を示した。東谷地区














図４－９－１ 住宅の建て方別の供給（戸数）状況  
 
  






 図 4-9-2 に、大和団地と東谷地区において、1995 年から 2010 年の 16 年間における
住宅の建て方別の供給量を示した（戸建住宅のみ右軸）。同図では、開発台帳（図 4-9-1）
と同様に、共同住宅や長屋住宅の供給量に顕著な差がみられる。共同住宅に関しては、
東谷地区で 1995 年（559 戸）と 2010 年（1197 戸）では、倍以上増加している。一方、




















































































































































































































では、全戸数をカウントしている（図 4-9-2）。したがって、図 4-9-1 と図 4-9-2 の戸数
は、異なる数値となっている。 
 
4-4-5-3 住宅の建て方別の人口  








図４－９－３ 住宅の建て方別の人口の推移  
 
東谷地区（同図右）では、戸建住宅の居住者は、全体の約 75%から約 82%となって 
いる。長屋住宅の居住者は、7.0%（1995 年）から 3.7%（2010 年）に年々減少してい
る。共同住宅の居住者は、共同住宅全体では、10.7%（1995 年）から 20.5%（2010 年）
に年々増加している。1･2 階、3~5 階及び 6 階以上の別でみると、6 階以上で 2005 年
から 2010 年に 8.4%から 8.0%と微減しているものの、それ以外では増加傾向にある。 
したがって、東谷地区における住宅の建て方別の人口では、戸建住宅が多くを占める
ものの、共同住宅の人口が増加傾向であることがわかる。とりわけ 1・2 階や 3~5 階の
小・中規模の共同住宅の人口が、6 階以上の比較的規模の大きな共同住宅の人口と大差
がない。したがって、東谷地区では、多様な規模の共同住宅が供給されていることが
1995年 2000年 2005年 2010年
戸建住宅 97.6 97.6 98.1 98.5 
長屋住宅 1.1 1.2 0.8 0.5 
共同住宅
（6階建以上）
0.0 0.0 0.0 0.0 
共同住宅
（3～5階）
1.0 0.9 0.8 0.7 
共同住宅
（1・2階建）













1995年 2000年 2005年 2010年
戸建住宅 82.2 78.1 75.2 75.9 
長屋住宅 7.0 6.7 4.7 3.7 
共同住宅
（6階建以上）
1.5 3.8 8.4 8.0 
共同住宅
（3～5階）
5.3 6.6 6.9 7.2 
共同住宅
（1・2階建）



































 データは、開発台帳に 1991 年から 2010 年の 20 年間に記載された内容を調査した。
図 4-10に、東谷地区における 1000㎡未満の敷地面積で供給された共同住宅を示した。
敷地面積（同図、棒グラフ、左軸）で 300 ㎡未満の敷地では、平均で 233.4 ㎡の敷地
面積が小規模共同住宅の敷地として利用されている。300 ㎡未満の敷地における供給
戸数（同図、折線グラフ、右軸）をみると、2001～2005 年に供給がないものの、2005



































供給されている。とりわけ 300 ㎡未満の敷地では、平均で 233.4 ㎡の敷地面積におい
て共同住宅が供給されている。  
 大和団地では、共同住宅が供給されてこなかったが、大和団地における戸建住宅の
平均敷地面積は 226 ㎡となっている。この面積 226 ㎡は、建築確認台帳に記載のある
1970 年から 2010 年の 41 年間の、大和団地における戸建住宅の建築確認申請を調査し









 ミクロの都市計画の内容のうち、戸建住宅の最低敷地面積は、大和団地で 150 ㎡か














て住宅の供給は、2001 年以降、2010 年までに 65 戸が供給されたに過ぎないことがわ
かる。また、同図右は、供給された戸建住宅の平均敷地面積を示しており、大和団地











図４－１１ 土地の細分化によって供給された戸数と平均敷地面積  
 


























































































































 1 人当たり延べ面積（図 4-12、左軸、実線）では、大和団地において 40.1 ㎡／人（1995
年）から 49.0 ㎡／人（2005 年）に推移している。東谷地区の推移では、31.6 ㎡／人
（1995 年）から 36.1 ㎡／人（2005 年）となっている。両地区の差は、1995 年で 1.26







誘導居住面積水準（一般型 3 人）33.3 ㎡に対して、東谷地区の１人当たり延べ面積 31.6








 平均世帯人員（図 4-12、右軸、点線）は、大和団地で 3.24 人（1995 年）から 2.91
人（2005 年）に推移している。東谷地区での推移は、3.00 人（1995 年）から 2.79 人
（2005 年）となっている。ここで、大和団地の平均世帯人員 2.91 人（2005 年）は、
東谷地区の平均世帯人員 3.00 人（1995 年）と同様の値を示していることに着目した
い。これは、現時点で、大和団地において、東谷地区と同等の比較的小規模な戸建住
宅が供給されたとしても、1 人当たり延べ面積は、東谷地区における 1995 年の水準を
維持できること示している。すなわち大和団地において、比較的厳しく最低敷地面積























































 戸建住宅における 1 人当たり延べ面積と平均世帯人員の比較では、2005 年の東谷地



























貸小規模共同住宅等」という。）である。左側が面積約 400 ㎡の敷地に 6 戸 1 の長屋住























図４－１４ 大和団地における空地の一例  
 





































（１）「川西市ふるさと団地再生協議会」は 2011.10.31 に発足。2011.12.6、川西市政策課   



































































































 次に、指導要綱では、戸建住宅の最低敷地面積が 150 ㎡となっている。したがって、土
地を細分化する場合に、分割して生み出す敷地は、150 ㎡以上の面積を確保しなければな
らない。したがって、１つの敷地を 2 つに分割しようとする場合には、300 ㎡以上の面積
を有している土地でなければ分割することができない。敷地面積が 300 ㎡以上の宅地は、
後述するアンケート調査の範囲では、「自宅の敷地面積（問 5）」に対する回答（n=458）
のうち 51 回答（約 11％）であり、ごく少数の宅地に限られる。  
さらに、地区計画は、大和東 1 丁目（策定面積 29.4ha）、大和西 1 丁目（策定面積









１低専 119.5 69.1 150
1中高 4.3 2.5 120
上記以外 5.5 3.2 100






















りわけ大和東 1 丁目では、戸建住宅の最低敷地面積を 165 ㎡、住宅の建て方を戸建住
宅のみとしており、比較的厳しい内容となっている。大和西 1 丁目では、戸建住宅の
最低敷地面積を指導要綱と同じ 150 ㎡、住宅の建て方を共同住宅等（2 戸 1 まで）を








5-4 デベロッパーへのヒアリング  












                       
5-4-2 ヒアリング結果の分析   












































で暮らす第 2 世代が、大和団地に居住する第 1 世代の近くにＵターンさせる取組みを
実施するとのことであった。Ｕターンする世帯には、金利を緩和するなどの措置を検
討するとのことであり、一定の需要を見込んでいた。  

























5-5-1 住民ヒアリング  
























































































































































5-5-2 住民アンケート  





郵送とした。配布総数 1,200 戸に対し、回収率は 38.2%（回収数は 458 戸）であった。
アンケートの配布範囲を図 5-1、配布数及び回収状況を表 5-4 にそれぞれ示した。アン














5-5-2-2 アンケートの調査項目と結果の概要  
 アンケートの調査項目は、大和団地の現状、若年齢層の新規居住、若年齢層へのイ
メージ、若年齢層の隣近所への居住、ミクロの都市計画の内容、回答者の属性など全
24 項目とした（表 5-5）。回答者の属性では、年齢で 60 歳以上が 74%、男女の差はほ
とんどなく、居住年数は 20 年以上が 72%(図 5-2 左）で、世帯人員は 1 人と 2 人を合
わせて 60%（同図、右）となっており、少子高齢化の状況がうかがえた。  
東1丁目 西1丁目 西1丁目 東3丁目 西4丁目 西3丁目
配布数
（全1,200戸）
617 130 70 260 40 83
回収数
（戸）

















図５－２ アンケート回答者の属性  
 

























問１ ご自宅周辺の現在の住環境について満足されていますか？ 問１４ 共同住宅などを認めても良い、又は、検討してみても良い理由は何ですか
1 満足している（問2にお進みください） 1 大和団地に若い人が移り住む必要があるから
2 どちらかと言えば、満足している（問2にお進みください） 2 大和団地全体の人口を増やしていく必要があるから
3 どちらかと言えば、満足していない（問3にお進みください） 3 共同住宅などが建ったら、自分がそこに住みたいから
4 満足していない（問3にお進みください） 4 その他
問２ ご自宅周辺の住環境に満足している理由は何ですか？ 問１５ 共同住宅などを認める場合の規模（建物の大きさ）についてお聞きします
1 周辺の敷地が広く、ゆったりしているから 1 特にこだわらない（高さは10ｍ以下であることが法律で決まっています）
2 庭木や街路樹などの緑が多いから 2 小規模（2階以下、4戸程度まで）の規模なら認めても良い
3 道路が広いから 3 共同住宅などの建物の大きさを認める場合の条件を検討しても良い
4 静かだから 4 その他
5 その他 問１６ 小規模な共同住宅（2階以下、4戸程度）の賃貸住宅についてお聞きします
問３ ご自宅周辺の住環境に満足していない理由は何ですか？ 1 小規模であっても賃貸住宅が建つのは好ましくない（問17にお進みください）
1 周辺の敷地が狭いから 2 賃貸住宅が建つことも必要である（問18にお進みください）
2 庭木や街路樹など緑の手入れが行き届いてないから 3 賃貸住宅を認める条件を検討してみても良い（問18にお進みください）
3 道路が狭いから 問１７ 賃貸住宅が建つのは好ましくない理由は何ですか
4 にぎわいに欠ける（活気がない）から 1 小規模であっても景観（見た目の街並み）が壊れるから
5 地域に小さな子どもがいない（少ない）から 2 賃貸住宅に住む人は、何かにつけ身勝手なような気がするから
6 その他 3 賃貸住宅に住む人は、ゴミ出しなど地域のルールを守らなさそうだから
問４ 現在のご自宅の広さにについてどう感じていますか 4 賃貸住宅に住む人は、自治会へ加入しないなど地域から孤立しそうだから
1 適切な広さである 5 その他
2 広すぎる 問１８ 賃貸住宅も必要、又は、建つ条件を検討してみても良い理由は何ですか
3 狭すぎる 1 賃貸住宅が建てば、より若い人が増えそうだから
問５ ご自宅の敷地面積はいくらですか（おおよその面積で構いません） 2 賃貸住宅が建てば、大和団地に住む人が増えそうだから
問６ 現在の少子高齢化と大和団地全体の今後についてお聞きします 3 賃貸住宅が建てば、自分もそこに住みたいから
1 少子高齢化は、このまま見守るしかない 4 その他
2 活気あるまちにするためにも若い人が移り住んでほしい
3 特に関心がない
4 その他 1 絶対に認めたくない
問７ 若い人が大和団地に移り住む場合、若い人への印象をお聞きします 2 大和団地の将来のために、認めていく必要性は感じる
1 ゴミ出しなど地域のルールを守らない 条件（隣地との建物間隔や地域のルールなど）に関して納得できれば、
2 自治会へ加入せず、地域に無関心 共同住宅を認めても良い
3 収入が低く、生活が大変 4 共同住宅を認める条件を話し合う機会があれば、参加して議論しても良い
4 小さな子供の泣き声などうるさいので迷惑 5 その他
5 元気なので地域が明るくなる 問２０ あなたの宅地について、今後の利用予定をお聞きします
6 体力があるので重いものを持ってもらえるなど頼れそう 1 このまま住み続ける以外は考えていない 
7 子育てなど分からないことを教えてあげられる 2 現在のまま売却して、大和団地内に住み替えたい  
8 その他 3 現在のまま売却して、大和団地以外に住み替えたい  
問８ 大和団地に若い人が移り住むことについてお聞きします 4 できれば半分売却して、大和団地（今の敷地を含む）に住み替えたい  
1 長い目で見ると、積極的に若い人が移り住めるようにした方が良い 5 できれば半分売却して、大和団地以外に住み替えたい  
2 自然に任せて移り住むのであれば住めば良い 6 相続することになると思うので、被相続人が考えれば良い
3 特に若い人が移り住む必要性は感じない 7 わからない
4 わからない 8 その他





1 特に条件などはない 3 地域に貢献できる仕組みがあれば、宅地の有効活用を検討しても良い
2 ゴミ出しなど地域のルールを守ってほしい 4 自分の財産なので、相続以外に興味がない
3 自治会へ加入するなど、地域活動に参加してほしい 5 その他
4 あいさつを交わすなど、お互いに気持ち良く生活したい 問２２ あなたは、あなたの宅地が地区計画の区域内であることをご存知ですか
5 どんな条件であっても単身者には住んでほしくない 1 内容まで知っている
6 どんな条件であっても小さな子供がいる世帯には住んでほしくない 2 聞いたことがあるが内容はよく知らない
7 その他 3 知らない
問１１ 大和団地の戸建住宅の敷地面積についてお聞きします。 問２３ あなたの住宅の隣に、共同住宅（2階建以下、4戸程度）が計画されたら
どう思われますか住環境の保全のためには150平方メートル（市の基準）以上が必要 1 地区計画に反 るので絶対に反対
　　　　　　　（大和東1丁目は165平方メートル（地区計画の基準）） 条件（自宅との離隔や地域のルールなど）に関して納得できれば、共同住宅を認めて
2 敷地が大きいと若い人が買えないが、仕方がない いくように地区計画を改正しても良い
3 敷地が大きいと若い人が買えないので、ある程度小さくしても良い 3 地区計画を改正する話し合いが持たれれば、参加して議論しても良い
4 隣地との離隔の確保など、環境に配慮できればある程度小さくても良い 4 その他
5 大和団地の将来を考えて、敷地面積を小さくするルールを検討しても良い 問２４ あなたについてお聞きします
6 その他 【年齢】 1　　５０歳未満　　　2　　５０歳以上６０歳未満　　　3　　６０歳以上７０歳未満
問１２ 住宅の建て方（戸建住宅、共同住宅、長屋住宅）についてお聞きします。 4　　７０歳以上８０歳未満　　　5　　８０歳以上　　　
1 共同住宅など戸建住宅以外は認めたくない（問13にお進みください） 【性別】 1　　男　　　2　　女
2 共同住宅など戸建住宅以外を認めても良い（問14にお進みください） 【居住年数】 1　　２０年未満　　　2　　２０年以上３０年未満　　　3　　４０年以上　

































































































2 良いところや役割を分担する 2 生活時間の夜型












9 新しい世相が分かる・・・服装とか・・ 9 子供を叱る親のどなり声が耳障り。










肯定的な意見が 14 件、否定的な意見が 12 件とほぼ同数で、どちらともいえない意見
































































 自由記述によるその他の回答は、31 件の意見が寄せられた（表 5-7）。肯定的な意見
























































































12 現在の区画の方が、将来落ち着ける 25 小さい宅地にするとスラム化する








































られた。その他では、自由記述による 29 件の意見があった（表 5-8）。意見の内訳は、


















































4 日照権が確保できないから（３階建もダメ） 4 ある程度生活水準を保ちたい
5 大和団地としてのイメージを保ちたいから 5 入居の出入りが激しそう（すぐ引越しできる）
6 「ある程度の生活レベルの人達が集まる』のが壊れそうだから 6 入居者の入れ替わりがはげしい？

















































































（地区面積 29.4ha、世帯数約 620 世帯）及び大和西 1 丁目（地区面積 4.8ha、世帯数













表５－９ 地区計画策定における取組みプロセス  
 
 
5-6-1 大和東 1 丁目 










協議会の設立 ２００４.７.１７ 約１年６カ月 ２００６.５.２８ 約１年８カ月
地元案の提出日 ２００５.９.２ 　約２年９カ月 ２００７.９.１０ 　　　　約３年













図５－９ 大和東１丁目の地区計画区域  
 
 
図５－１０ 地区計画のきっかけとなった長屋住宅（大和東 1 丁目） 
 
 図 5-10 には、大和東 1 丁目で地区計画に取組むきっかけとなった長屋住宅を示した。


























図５－１１ 大和西１丁目の地区計画区域  
 













 大和西 1 丁目の取組みは、区域が隣接し、地区計画の取組みが先行していた大和東 1
丁目を参考に進められた。しかし、大和東 1 丁目の厳しい規制内容には疑問を持ち、
住民で話し合いを重ねた。その結果、住宅の建て方は、戸建住宅のみとする規制はせ
ずに、1 棟あたりの戸数を 2 戸までとする共同住宅等の立地が認められた。また、戸
建住宅の最低敷地面積は、指導要綱と同じ 150 ㎡とされた。 
  
5-6-3 小括（地区計画の策定実績）  
 地区計画の策定の目的は、大和東 1 丁目及び大和西 1 丁目ともに、住宅のうち望ま
ない住宅の建て方（以下、「嫌悪住宅」という。）を排除するための規制強化であった。 
大和東 1 丁目で嫌悪住宅とされた 2 戸 1 長屋住宅は、本研究ではニュータウンにおけ
るミクロの都市計画において、今後、若年齢層の新規居住のためには必要と位置づけ








 地区計画の策定に要した時間の差は、大和東 1 丁目と大和西 1 丁目で、約 2 ヶ月と


















































































【補注―第 5 章―】 
（１）2012.12.19、実施。 


















































6-2 本研究で得た知見からの考察  
6-2-1 都市の集約化に向けた政策転換 
















自治体では、3411 条例を制定しないことが選択できる。3411 条例は、第 1 章（1-2-2）
















た際のいきさつに触れられている。それによると、「1973 年の第 71 回国会の衆議院建
設委員会に付託され、継続審議をなっていた「都市計画及び建築基準法を一部改正す
る法律案」を第 72 回国会の同委員会（1974 年 5 月 10 日）で審議する過程で議員立法
によって同法案の修正をして法第 43 条 1 項に 6 号を入れる提案がされ、可決され、既
存宅地制度が成立した。提案の趣旨は開発・建築行為が抑制される調整区域内の宅地
の救済にある。」としている。このように、既存宅地制度が既得権の救済であったこと
がわかる。一方、3411 条例が創設された目的は、第 2 章（2-1-2）でも述べたとおり、
スプロールをもたらした既存宅地制度を廃止し、それを許可制とすることで土地利用
をコントロールすることであった。  







第 2 章（2-1-2）では、3411 条例の適用範囲に既存宅地の範囲を継承したり、その適用
範囲が既存宅地の範囲よりもさらに広くなったりしている事例がみられた。このよう
な事例からは、基礎自治体の主体的な態度をみることは難しい。  















































































































































図６－３ ミクロの都市計画のルール変更に向けた仕組み  
 













































































えて、ニュータウンの再生プロセスを図 6-4 に示した。 





























































の再生につながっていくため、9 から 12 のプロセスで街が再生される時間を 15 年と
した。  
 15 年という時間は、大和団地での住宅の更新実績から想定した。第 4 章（4-4-4）で
みたように、住宅が更新される件数は、1996 年から 2000 年の 5 年間に 420 戸、2001
年から 2005 年の 5 年間に 265 戸、2006 年から 2010 年の 5 年間に 302 戸となってい
る。一方、大和団地における現在の全戸数は明らかでないが、世帯数でみると 2013 年
10 月末現在で、4,753 世帯となっている１０３。住宅の更新が、仮にこのペースで進む
とすると、15 年後の 2028 年には、さらに約 1000 戸の住宅が更新されることになる。
住宅の耐用年数を、仮に 30 年とすると、住宅は古いものから順番に建て替えられてい
き、15 年後には、現在の世帯数の約 40％の住宅が更新される。そして、1996 年から























図６－５ 成熟社会に求められる基礎自治体による都市計画の運用  
 
 そこで、成長社会において都市計画がもたらした結果と、成熟社会における対応、




























【市街地の低密度化】 規制の緩和　→　　無秩序な市街地の拡大 【都市の集約化政策】 規制の強化　→　市街地拡大の抑制
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